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１． 序論 

近年，地球規模での気候変動問題への対策が喫緊の課題

となっており，世界各国が温室効果ガス排出量の削減目標

を掲げている．こうした国際的な潮流に呼応し，日本政府

は 2020 年 10 月に，温室効果ガスの排出量を実質的にゼロ

にする 2050 年カーボンニュートラルの実現を宣言した 1)．

この目標達成のため，政府は産業構造やエネルギー政策の

抜本的な転換を図っている．特に，電力部門の脱炭素化が

中核とされ，再生可能エネルギーの導入拡大や次世代送電

網の構築，脱炭素燃料の活用などが主要な政策として推進

されている．これらの政策は，化石燃料への依存度を低減

し，持続可能な社会を構築するための重要な基盤となって

いる． 
こうした国際的・国内的な潮流と並行し，国内の大規模

大学施設においても，その社会的責任を果たすべく環境対

策が求められている．特に，特定の自治体（例：東京都）

では，大規模事業所を対象とした排出量取引制度（キャッ

プ＆トレード制度）が導入されており，施設管理者には具

体的な削減目標達成が義務付けられている 2)．多くの大規

模大学施設は，地域内で最大のエネルギー消費主体の一つ

であり，その排出削減は地域全体の脱炭素化に大きく貢献

する．この課題に対応するため，従来の省エネルギー化努

力に加え，電力供給源そのものの脱炭素化を通じた排出量

の抜本的な削減が不可欠となっており，膨大な電力需要を

賄いながら，再生可能エネルギー導入を効率的かつ安定的

に拡大することが喫緊の重要課題となっている． 

上記の背景を踏まえ，本論文は，大学設備における CO2

排出量削減と電力コスト低減の効率的な両立に貢献する新

たな電力調達手法を提案することを目的とする．具体的に

は，近年見直された分割供給制度に着目し，化石燃料電源

と再エネ電源から電力を調達する電力調達最適化モデルを

構築する． 

本論文の貢献は以下のとおりである． 

⚫ 電力調達および蓄電池の設備容量と電力需給

運用計画の同時最適化モデルの構築 

⚫ 分割供給を活用することによる大学施設の

CO2 排出量削減と電力コスト低減の両立 

 

２． 手法 

2.1 分割供給の仕組み 

(1) 導入背景と制度の概要 

近年のエネルギー政策の転換と電力システム改革の流れ

を受け，需要家がより柔軟かつ効率的に電力を調達できる

仕組みが求められている．こうした背景のもと，2013 年度

に特定の建物や区画において小売電気事業者から電力の一

部を供給する部分供給の制度が創設された．さらに，2024

年度にはこの制度が発展的に見直され，分割供給制度が開

始された 3)．分割供給の概略図を図 1 に示す．図 1 に示す

ように，分割供給は，一つの需要場所に対して複数の小売

電気事業者がそれぞれ個別に契約を結び，送配電網を介し

て同時に電力を供給する仕組みである．これにより，需要 
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表 1 モデルに使用するパラメータ 

名称 記号 数値 単位 

実需要電力量 𝐷(𝑡) - kWh 

化石燃料電源の CO2 排

出係数 

𝑒𝐹 0.452 kg-

CO2/kWh 

再エネ電源の CO2 排出

係数 

𝑒𝑅 0 kg-

CO2/kWh 

化石燃料電源価格 𝑐𝐹 30 円/kWh 

再エネ電源価格 𝑐𝑅 20 円/kWh 

年間 CO2 排出量の上限

値 

𝐶𝑂2  𝑚𝑎𝑥 45,000 t 

太陽光発電の出力ポテ

ンシャル(単位容量あた

り) 

𝛾𝑃𝑉(𝑡) - kWh/kW 

蓄電池初期投資単価 𝑐𝐵𝐸𝑆𝑆
𝑖𝑛𝑣  50,000 円/kWh 

蓄電池の充放電時間率 𝑇𝑟𝑎𝑡𝑒 4 h 

蓄電池の充電効率 𝜂𝑐ℎ 0.95 - 

蓄電池の放電効率 𝜂𝑑𝑖𝑠 0.95 - 

シミュレーション期間 𝑇 17,520 - 

時間刻み ∆𝑡 0.5 h 

蓄電池の最大充電率 𝑆𝑂𝐶𝑚𝑎𝑥 0.9 - 

蓄電池の最小充電率 𝑆𝑂𝐶𝑚𝑖𝑛 0.1 - 

蓄電池の初期充電率 𝑆𝑂𝐶𝑖𝑛𝑖𝑡 0.5 - 

 

表 2 最適化に用いる変数 

変数 記号 単位 

太陽光設備容量 𝐶𝑃𝑉 kW 

蓄電池エネルギー容量 𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆 kWh 

化石燃料電源からの調達電力量 𝑃𝐹(𝑡) kWh 

再エネ電源からの調達電力量 𝑃𝑅(𝑡) kWh 

蓄電池への充電電力量 𝑃𝑐ℎ(𝑡) kWh 

蓄電池からの放電電力量 𝑃𝑑𝑖𝑠(𝑡) kWh 

蓄電池の残存電力量 𝐸𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡) kWh 

家は CO2排出係数やコスト特性の異なる電源を組み合わせ，

経済性と環境性の両面で最適な調達戦略を構築することが

可能となる． 

(2) 分割供給の類型 

図 2 に分割供給の類型を示す．図 2 に示すように，分割

供給の契約形態は，各小売電気事業者が需要の変動にどの

ように追随するかによって分類される．まず「需要追随供

給＋非需要追随供給」の形態がある．これは，一方の事業

者が需要変動への対応（需要追随）を行い，もう一方が一

定量または計画値通りの供給（非需要追随）を行うもので

ある．また「需要追随供給＋需要追随供給」の形態があり，

これには複数の事業者が同一の 30 分コマにおいて供給す

る「コマ分割型」と，時間帯によって供給事業者を分ける

「時間分割型」が含まれる． 本論文では，複数の電源を柔

軟に組み合わせることを目的とし，各電源からの供給量を

最適化変数として扱うことで，事実上「コマ分割型」の供

給形態を活用したモデルを構築する． 

 

2.2 分割供給を用いた電力供給の最適化モデル 

本論文では，以下の 2 つの仮想的な小売電気事業者から

の電力調達と，蓄電池の運用を組み合わせた最適化モデル

を構築する． 

⚫ 化石燃料電源：旧一般電気事業者などを想定し

た火力発電主体の電源．供給安定性が高く需要

追随能力を持つが，CO2 排出係数が高い． 

⚫ 再エネ電源：太陽光発電（PV）を想定した電源．

CO2 排出係数はゼロであり安価だが，供給可能量

は日射量と設備容量に依存する． 

本モデルは，年間の総コスト（運転コストおよび設備投資

コスト）を最小化する線形計画問題として定式化される．

モデルに使用するパラメータを表 1 に，最適化に用いる変

数を表 2 に示す．表 1 に示すように，各定数は実際の電力

市場で取り入れられているデータをもとに決定した 4,5,6,7)． 

 

2.3 最適化における目的関数 

年間の電力調達に伴う運転コストと，蓄電池導入に伴う

初期投資コストの合計を年間の総コストとする．目的関数

を式(1)に示す．ここで𝑇は年間シミュレーション期間

（17,520 コマ）を表す． 

 

min{∑ (𝑐𝐹(𝑡)𝑃𝐹(𝑡) + 𝑐𝑅𝑃𝑅(𝑡))𝑇
𝑡=1 + 𝑐𝐵𝐸𝑆𝑆

𝑖𝑛𝑣 𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆} (1)  

 

2.4 制約条件 

最適化問題を解くにあたっての制約条件を次に示す．需

給バランス制約を式(2)に示す．式(2)に示すように，任意の

時刻𝑡において，化石燃料電源および再エネ電源からの供給

図 1 分割供給の概略図 

図 2 分割供給の類型 



 

 

量と，蓄電池の放電量の和から，蓄電池への充電量を引い

たものが，当該時刻の電力需要𝐷(𝑡)と一致しなければなら

ない． 

 

𝑃𝐹(𝑡) + 𝑃𝑅(𝑡) + 𝑃𝑑𝑖𝑠(𝑡) − 𝑃𝑐ℎ(𝑡) = 𝐷(𝑡) (2)  

 

CO2 排出量制約を式(3)に示す．式(3)に示すように，年間の

総 CO2 排出量が，大学の削減目標に基づき設定された上限

値 𝐶𝑂2 𝑚𝑎𝑥以下でなければならない． 

 

∑ (𝑒𝐹(𝑡)𝑃𝐹(𝑡) + 𝑒𝑅𝑃𝑅(𝑡))𝑇
𝑡=1 ≤ 𝐶𝑂2 𝑚𝑎𝑥 (3)  

 

PV 発電量に関する制約を式(4)，式(5)に示す．式(4)に示す

ように，各時刻の再エネ電源からの調達量は，その時刻の

日射量に基づく単位容量あたりの発電ポテンシャル𝛾𝑃𝑉(𝑡)

と設備容量𝐶𝑃𝑉の積を超えてはならない．さらに，過剰な設

備投資を抑制する設計制約として，式(5)に示すように，太

陽光発電の年間最大発電可能総量は，年間の総需要量を超

えないものとする． 

 

𝑃𝑅(𝑡) ≤ 𝛾𝑃𝑉(𝑡)𝐶𝑃𝑉 (4) 

∑ 𝛾𝑃𝑉(𝑡)𝐶𝑃𝑉
𝑇
𝑡=1 ≤  ∑ 𝐷(𝑡)𝑇

𝑡=1 (5)  

 

蓄電池運用に関する制約を式(6)，(7)に示す．式(6)，(7)に示

すように，充放電量は，設備容量𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆と充放電時間率𝑇𝑟𝑎𝑡𝑒

で決まる最大充放電電力によって制限される． 

 

𝑃𝑐ℎ(𝑡) ≤
1

𝑇𝑟𝑎𝑡𝑒
𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆∆𝑡 (6)  

𝑃𝑑𝑖𝑠(𝑡) ≤
1

𝑇𝑟𝑎𝑡𝑒
𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆∆𝑡 (7)  

 

蓄電池の残存電力量（SOE）に関する遷移制約を式(8)，式

(9)，式(10)に示す．式(8)に示すように，SOE の初期値は

𝑆𝑂𝐶𝑖𝑛𝑖𝑡を用いて式(8)のように設定される．以降の時間変化

は，式(9)に示すように，前時刻の残量に充放電効率𝜂𝑐ℎ，

𝜂𝑑𝑖𝑠を考慮した充放電量を加減して算出される．また，式

(10)に示すように，SOE は常に所定の SOE 範囲内に維持さ

れなければならない． 

 

𝐸𝐵𝐸𝑆𝑆(1) = 𝑆𝑂𝐶𝑖𝑛𝑖𝑡𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆 − 𝜂𝑐ℎ𝑃𝑐ℎ(1) +
1

𝜂𝑑𝑖𝑠
𝑃𝑑𝑖𝑠(1) (8) 

𝐸𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡) − 𝐸𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡 − 1) = 𝜂𝑐ℎ𝑃𝑐ℎ(𝑡) −
1

𝜂𝑑𝑖𝑠
𝑃𝑑𝑖𝑠(𝑡) (𝑡 ≥ 2) (9) 

𝑆𝑂𝐶𝑚𝑖𝑛𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆 ≤ 𝐸𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡) ≤ 𝑆𝑂𝐶𝑚𝑎𝑥𝐶𝐵𝐸𝑆𝑆 (10) 

 

 

表 3 各条件による CO2 削減率とコスト削減率 

 太陽光

(MWh) 

蓄電池

(MWh) 

CO2 

削減率

(%) 

コスト

削減率

(%) 

PV のみ 

(制約あり) 

128.6 - 48.5 15.0 

PV のみ 

(目標達成) 

154.2 - 50.0 15.5 

PV + 蓄電池 128.6 6.3 50.0 9.7 

 

３． 結果 

3.1 大学施設における電力コストと CO2削減量の評価 

本論文では，提案モデルの有効性を検証するため，東京

都のある大学施設のキャンパスにおける 2024 年度の 30 分

間隔の年間電力使用量データ，および栃木県の日射量デー

タを用いてシミュレーションを実施した 8)．ここでは，2006

年度比で CO2 排出量を 50%削減することを目標とした場合

の，必要な設備容量とコストへの影響を分析した． 

蓄電池を導入せず，分割供給のみで再エネ比率を高めた 

場合について検討を行った．図 3 に，9 月 9 日から 9 月 16

日までの電力需給バランスのシミュレーション結果を示す．

黒線は電力需要，赤線は化石燃料電源，青線は再エネ電源

からの供給量を示している．図 3 に示すように，昼間（10:00

〜14:00 頃）は太陽光発電による供給が需要の大部分を賄っ

ているが，夜間は化石燃料電源に依存している． 

図 4 電力需給バランス(蓄電池あり) 

図 3 電力需給バランス(太陽光のみ) 



 

 

太陽光発電の年間最大発電可能総量が年間の総需要を超

えないようにする制約条件の上では，CO2 排出量 50%削減

ができず，設備容量 128.6MW で CO2 排出量 48.5%削減とな

った．このときの年間総コストは約 47.4 億円となり，化石

燃料電源のみの場合と比べて約 15%の削減ができることが

確認できた．また，制約を緩和し，50%削減を達成するため

には，154.2MW の設備容量が必要であることが確認できた．

しかし，この場合，昼間の余剰電力（出力抑制）がさらに

増大する結果となった． 

 

3.2 蓄電池導入時の電力コストと CO2削減量の評価 

次に，蓄電池を導入し，昼間の余剰電力を夜間にシフト

することを可能としたモデルでのシミュレーションを行っ

た．図 4 に，蓄電池を併用した場合の同期間（9 月 9 日か

ら 9 月 16 日）のシミュレーション結果を示す．図 4 に示す

ように，破線で示される蓄電池の充放電挙動から，昼間の

余剰電力が充電され，夕方から夜間の需要ピーク時に放電

されていることが確認できる． 

前述の通り，太陽光発電の年間最大発電可能総量が年間

の総需要を超えないようにする制約条件の上では，太陽光

発電のみでは CO2 排出量 50%削減が達成できないため，調

整力として蓄電池を導入することを考えると，太陽光の設

備容量 128.6MW，蓄電池容量 6.3MWh で CO2 排出量 50%削

減が可能となった． また，このときの年間総コストは約

50.3 億円となり，化石燃料電源のみの場合と比べ，約 9.7%

の削減が可能であることが確認できた． 

太陽光発電のみでコスト最小化を行った場合，CO2 削減

制約を満たすために必要な設備容量は需要ピークの約 2 倍

に達する規模となった．これは，夜間の需要を賄えない太

陽光発電の特性上，昼間に大量の余剰を発生させてでも再

エネ電源からの供給量を稼ぐ必要があるためである．また，

分割供給の場合，太陽光発電を余剰（出力抑制）させるこ

とに対する明示的なペナルティが存在しない．そのため，

蓄電池を利用可能な設定とした場合でも，コスト最小化を

目的関数とすると，投資コストのかかる蓄電池は積極的に

は導入されず，余剰電力を捨てる運用が経済的に有利と判

断される傾向が見られた． 

 

４． 結論 

本論文では，大学施設における CO2 排出量削減とコスト

低減の両立を目指し，分割供給を用いた電力調達最適化モ

デルを構築・評価した．結論として，分割供給は CO2 排出

量と電力供給コストの両面で削減効果をもたらすことが確

認された．しかし，CO2 排出量 50%削減を達成するために

は，154.2MW 以上の大規模な太陽光発電設備，あるいは蓄

電池を併用する場合でも 128.6MW 以上の太陽光発電と

6.3MWh 以上の蓄電池が必要であることが示された． 

今後の展望について，まず，単独施設での対策には限界

があるため，周辺の大学や施設と連携した地域バランシン

ググループを形成し，デマンドレスポンスによって需要を

柔軟に制御することが不可欠である．これにより，再エネ

の有効活用と設備容量の適正化を図ることが可能となる． 

次に，制度設計の観点からは，分割供給における太陽光

発電の容量に対し，適切な電気料金設定を行うことが重要

である．現状のコスト最小化では余剰電力が大量に発生す

るため，余剰電力に対する適切なインセンティブやペナル

ティを設定することで，蓄電池の導入や負荷移行が経済的

にも有利となるような仕組みを検討する必要がある． 

さらに，より現実的な導入モデルの構築に向け，蓄電池

の設置面積（フットプリント）を考慮することが求められ

る．本シミュレーションでは容量（MWh）のみを考慮した

が，実際には大学キャンパス内の設置スペースが大きな制

約となる．したがって，今後は蓄電池のエネルギー密度や

物理的な設置面積を制約条件に加えた，より現実性の高い

最適化モデルへと拡張していく予定である． 
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